第２章　業務の実施体制等に関する事項
　（業務の実施体制等）

第４条　事業者、遊漁船業務主任者（以下「業務主任者」という。）、船長、海上保安機関その他の関係機関との連絡に係る責任者（以下「連絡責任者」という。）、所属する団体及び営業期間は、別表１のとおりです。

２　事業者は、利用者の安全が確保されるよう、従業者の労働環境に十分配慮します。

　（案内する漁場の位置等）

第５条　利用者を案内する漁場及び採捕させる主な水産動植物は、別表２に定めるとおりとします。

　（遊漁船の係留場所等）

第６条　遊漁船は、別表３に定めるところに係留します。

２　利用者が遊漁船に乗降する場所（磯渡し等の漁場で乗降する場所を除く。）は、別表３に定めるとおりとし、利用者が遊漁船を乗降する際に安全が確保されるものとします。

　（遊漁船の総トン数又は長さ、定員及び通信設備等）

第７条　使用する遊漁船の総トン数又は長さ、定員、通信設備、遊漁船の所有、登録簿の記載の状況及び使用状況等は、別表４のとおりです。

２　事業者は、利用者が落水した場合に船上への引揚げを補助できるはしご等を遊漁船に備えます。
　（役務の内容の明示）

第８条　利用者に対し、遊漁船の利用に関する契約をする前に、案内する漁場の位置、採捕させる水産動植物の主な種類及び漁場に案内する時間等の役務の内容について、わかりやすいように明示します。

２　気象又は海象等の状況の悪化に伴う出航中止基準及び帰航基準について、利用者に対し、事前に説明します。

　（従業者等の教育・訓練）

第９条　事業者は、法で定められた業務主任者の選任基準に適合させるように、業務主任者に遊漁船業務主任者講習（以下「業務主任者講習」という。）を受講させます。

２　事業者は、自ら及びその従業者が適正に業務を実施できるよう、この規程の内容についての教育を実施するほか、業務主任者講習以外の都道府県等が開催する講習があった場合は積極的に参加します。

３　事業者は、自ら及びその従業者が適確に落水者を救助できるよう、落水者の発生を想定した定期的な訓練を行います。
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別表８　安全の確保のため周知すべき内容及び方法
	周知の方法
　　（該当に○）

	周知する内容
　　　　　　　　　　　　（該当に○）


	（　）遊漁船に周知　    内容を掲示す      る。
（　）遊漁船の乗船　　　前に書面を配　　　布する。

	一般的事項
*（　）出航から帰航するまでの間、船長及び業務主任者の指示に　　　従うこと
*（　）遊漁船の航行中はむやみに立ち歩かないこと
*（　）航行中、波の影響により船体が動揺することがあることから、動揺が比較的小さい船体中央より後方の部分に乗船すること
*（　）天候急変時の帰航決定について船長の指示に従うこと
*（　）救命胴衣及び救命浮環の保管場所及び使用方法
*（　）落水者の船上への引揚げを補助するはしご等の保管場所及び使用方法
*（　）乗船中は船室内にいる場合を除き、救命胴衣等（船に備え付けられ、又は持ち込まれた、船の種類や航行区域に応じて国土交通省が定める要件に適合するもの）を着用すること
（　）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）
磯等渡しの場合     
*（　）磯等渡し及び磯等の上においては救命胴衣等を着用すること
*（　）磯等で緊急事態が発生した場合における遊漁船との連絡方　　 法
 （　）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	漁場において口頭で説明する。

	一般的事項
 （　）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
磯等渡しの場合
*（　）磯等からの帰航時間
*（　）磯等で天候が急変した場合における避難場所
 （　）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




